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特　　集

　抄　録　深センのイノベーションシステムの発展プロセスには「エレクトロニクス産業基盤」，「研
究開発型大企業」及び「サイエンスパークとハイテクベンチャー」というそれぞれ独立したルーツが
存在する。ただし，最近ではAIやIoT技術の進展や中国政府のベンチャー振興策の影響を受けて，こ
の３つのルーツの融合化が見られる。北京や上海と違って公的な研究機関や大学が少ない深センにお
いて，イノベーションの原動力となるのは，Huaweiやテンセントといった大企業である。これらの
企業が中国全土から有数な人材を引き付けるアンカー企業として機能し，ベンチャーエコシステムの
発展につながっている。また，企業活動に対する政府の介入度合いも少なく，中国特有のリスクが低
いことから，海外における中国系ハイテク人材の起業が相次いでいる。日本企業としても深センのイ
ノベーション人材やハイテクベンチャーの隆盛を取り込むために現地ネットワークの構築に本腰を入
れて取り組むことが肝要である。

元 橋 一 之＊
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1 ．	はじめに

中国深センのイノベーションシステムが注目
を集めている。香港のエレクトロニクス産業の
製造拠点として発展してきた都市であり，世界
的な通信機器メーカーに成長したHuawei，電
気自動車のBYDなどの中国有数のハイテク企
業が拠点を置き，WeChatで知られるテンセント
などがイノベーションエコシステムの中核企業と
して立地する。また，世界のエレクトロニクス
産業の部品供給を行ってきた背景から，モノづ
くりのためのバリューチェーンも整っている。

その発展形として，モノづくり系ベンチャーの
ためのアクセラレーターやメーカースペースな
ども点在する。更に，深セン市政府としては，
市内の産業活動の高度化（製造から研究開発），
科学技術活動の振興に力を入れており，国内外
の有数大学の誘致を行ってきている。
深センのイノベーションシステムについては，
このように相異なる様々な活動，イベントが混
同して語られることが多く，まさに「群盲象を
なでる」状況にある。例えば，深セン視察旅行
というと必ず訪問する場所として華強北があ
る。深セン市の中ほどにある電子街であるが，
大きな雑居ビルの中にパソコン，携帯電話や電
子部品を売る小さな店がひしめき合っている。
エレクトロニクス製品やその部品産業の集積を
象徴する場所であり，周辺にはメーカースペー
スやコワーキングスペースが立地するモノづく
り系ベンチャーの聖地となっている。また，特
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許データで見ると深セン市のパフォーマンスは
中国全土でみて群を抜いて高い。これは，特許
出願数でみたトップ３であるHuawei，Foxconn
（鴻海），ZTEの３社がすべて深センを本拠地と
しているからである。また，最近ではこれらの
大手企業に替わってハイテクベンチャーによる
特許出願割合が急増している。これらの企業の
ほとんどは深セン市西部の南山区に位置し，深
セン市が内外の有数大学を誘致している国家級
サイエンスパークに位置する。
これらの現象はそれぞれが深センのイノベー
ションシステムを形作るものである。ここでは，
３つのルーツ（「華強北が象徴するモノづくり
拠点」，「Huaweiなどの研究開発型大企業」，及
び「サイエンスパークとハイテクベンチャー」）
のそれぞれについて整理し，その相互関係につ
いて述べる。2010年ごろまではもともとバラバ
ラであったこれらの活動は，イノベーションを
重視する政策，IoTの進展とベンチャーエコノ
ミーの隆盛などの要因が働き，最近では融合化
が進んでいる。これに来了深圳就是深圳人（深
センに来たら貴方はすぐに深セン人）という外
部からオープンに人を受け付けるカルチャーが
相まって，現在の深センに見るイノベーション
のダイナミズムが実現している。
北京や上海といった政府や地元経済のインサ
イダーの力が強い都市と違って，中国全土から
イノベーション人材をひきつける深センは，世
界のイノベーション拠点ともいえるシリコンバ
レーと通じるところがある。多様性やダイナミ
ズムで活況を呈する深センのイノベーションを
日本企業としてどのように取り組むのか。経営
スピードが遅い日本の大企業にとっては難易度
の高い問題といえるが，ここではいくつかのヒ
ントについても述べたい。
なお，本稿における統計分析は，主にJETRO
香港事務所からの委託調査「拡大する中国のイ
ノベーション調査」（2018年度，2019年度）の

調査結果によるものである。また，経済産業研
究所における研究プロジェクト「IoTエコシス
テムに関する実証研究」の成果も活用している。

2 ．	�深センのイノベーションシステム：
３つのルーツ

深セン市の誕生は1979年に広東省宝安県から
昇格したことにさかのぼる。背景としては広東
省及び福建省の経済発展政策の一環として，深
セン市を含む４つの都市を経済特区とする決定
がなされたことによる。1980年に深セン市とな
らんで経済特区に指定されたのは珠海市，スワ
トウ市及び厦門市であるが，その中で深セン市
は圧倒的な発展を遂げた。ここでは深セン市発
展の歴史をたどりながら，現在のイノベーショ
ンシステムのルーツに対する理解を深める（表
１参照）。

表１　深セン市の発展プロセスにおける主な出来事

1979 深セン市誕生
1980 経済特区に指定
1985 ZTE（中興）創業
1987 HUAWEI創業
1988 Foxconn進出
1992 鄧小平南巡講和
1996 国家級ハイテクパーク認定（南山区）
1996 深セン清華研究院設立
2001 中国WTO加盟
2004 HUAWEI、特許紛争でCISCOと和解
2008 Tencent香港市場上場
2010 山寨携帯電話最盛期
2014「大衆創業、万衆創新」
2015 インターネットプラス政策
2015 深セン市創客推進行動計画

1980年代の経済特区政策は，改革開放路線の
一環として，外資からの先端技術の導入と輸出
の拡大を目的とした。具体的には，特区におけ
る企業に対する税制優遇措置（一般企業15％，
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輸出企業10％）や製品に対する価格統制や従業
員に対する能力給の一部解除などである１）（菅，
2015）。社会主義体制にある中国において，資
本主義的な市場経済を導入する試みであり，現
在の中国における経済制度のルーツがここにみ
られる。経済特区政策は最初の４都市に加えて，
80年代から90年代にかけて中国全土に広がりを
見せるが，その中で深センが際立った成長を見
せたのは香港に隣接しているという特徴によ
る。香港においてはこの時代にすでに欧米や日
本などの外資系企業が進出しており，世界の貿
易港として機能していた。そのため香港に拠点
を有する企業が中国本土の経済特区制度を活用
して深センに進出するようになった。1989年時
点で深セン市における三資企業（外資との合資，
合作及び独資企業の３形態）数は約2,300社存在
し，この数は中国全土の７分の１，広東省の４
分の１を占めていた１）。
また，深センには香港や台湾企業の委託加工
を引き受ける本土企業が大量に生まれた。「三
来一補」と呼ばれ，三来（外国企業から図面が
送られてくる来図，サンプルが送られてくる来
様，材料・部品などが送られてくる来料）に基
づき生産を行うと，それに対して加工賃（一補）
が支払われる形態である。この越境取引におい
て，深センの経済特区は通関手続きが不要とな
る保税区のような扱いとされ，委託加工を行う
エレクトロニクスを中心とした製造業者の一大
集積地となった。「華強北」はもともとこのよ
うな組み立て工場の工業団地として整備された。
エレクトロニクス製品の製造には多数の電子部
品を必要とするので，海外からの電子部品を取
引する交易市場が1988年に生まれた。これが，
深センにおけるエレクトロニクス産業の成長と
ともに現在の巨大な電子部品市場に成長した２）。
このように深センはエレクトロニクスを中心
とする「世界の工場」として発展を遂げたが，
ハイテク都市としての２番目のルーツ，華為，

ZTEといった研究開発型大企業の存在も経済特
区から来る流れと関係している。まず，華為は
現在の会長である任正非など人民解放軍の軍事
技術者によって，1987年に創業された。中国国
内の電気通信インフラの整備が進む中で，電気
通信事業者に対する通信機器のベンダーとして
成長してきた企業である。創業当時は国内に通
信機器メーカーが存在しなったため，海外から
の輸入業者としてスタートした。従って，当時の
中国における対外貿易の窓ともいえる香港に隣
接している深センに拠点を置くこととなったの
である。ZTEは1985年に国営の通信半導体メー
カーとして創業した。ここでもやはり海外から
の技術導入が必須であったため，香港の運興電
子貿易公司が創業時の出資者として加わった
（ZTEの中国名「中興」の「興」はこの香港の
会社名からきている）。当時の深センは海外か
らのハイテク技術のゲートウェイとして認識さ
れており，これらの研究開発型大企業の立地を
呼び込んだ。
最後に３つ目のルーツである「サイエンスパー

クとハイテクベンチャー」について述べたい。
1996年に南山区において国家級ハイテクパーク
の認定が行われた。1990年代から科学技術部（中
国の科学技術省）が地域クラスター形成事業（た
いまつプログラム）を進めており，全国にハイテ
クパークの建設を進めた。その一環として指定
されたものであるが，深センに全国的に有数な
大学が存在しない。従って，このハイテクパー
ク内に中国本土や香港などから有数な大学の研
究所の誘致を行った。その嚆矢ともいえるのが
1996年に設立された深セン清華研究院（Re-
search Institute of Shenzhen and Tsinghua）
である。これは深セン市と清華大学が共同出資
の形態で研究所を設立するもので，主に清華大
学の研究成果をベースとした事業化活動が行わ
れている。研究院の中にはハイテクベンチャー
のインキュベーション施設も有しており，これ
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までに多くの上場企業を生んだ成功事例と言わ
れている３）。同様の取り組みとして，1999年に
深セン市政府と北京大学，香港科学技術大学が
共同で設立した深港産学研基地が存在し，また
2000年には複数大学のオフィスが軒を連ねる深
セン虚擬大学園が設けられた。同地には，中国
本土の有数大学に加えて，香港の各大学の研究
所，インキュベーション施設が軒を並べている。

3 ．	ベンチャーエコシステムの隆盛

深センのベンチャーエコシステムのルーツと
して「エレクトロニクス産業基盤」，「研究開発
型大企業」，「サイエンスパークとハイテクベン
チャー」について述べてきたが，それぞれは基
本的に独立した動きと考えてよい。華為とZTE
が深センで創業した経緯については，エレクトロ
ニクス産業基盤と共通するところがあるが，これ
らの企業の技術力はグローバル競争によって培
われたもので，電子産業の集積といったローカル
要素の影響は小さい。通信機器メーカーとして
発展を遂げた華為はCISCOなどの欧米企業をベ

ンチマークとして技術的キャッチアップを実現
したが，輸出市場においてこれらの企業から特
許侵害の訴訟が相次いだ。2004年にCISCOとの
間で大きな係争案件について和解したが，この
あたりで華為の技術力は欧米諸国と肩を並べる
水準になったと考えていい。華為がターゲット
としていたのは国際市場であり，そのために多
額の研究開発投資を行って自前で技術力を磨い
てきた。また，ZTE本社は深セン清華研究院や
深港産学研基地と隣接する南山区に位置する
が，これらの研究機関やハイテクゾーンにおけ
るベンチャー企業との何らかの関係を持ってい
る話はあまり聞かない。
しかし，最近ではこの３つのルーツが相互補
完的な関係を持ちつつある。その中心にあるの
がベンチャーエコシステムの隆盛である（図１
参照）。背景としては2005年以降に急速に進ん
だモバイルインターネットの普及である。2008
年に深センに本社を置くテンセントが香港株式
市場に上場した。テンセントはQQというショー
トメッセージサービスやモバイルゲームで成長

図１　ハイテクベンチャーと３つのルーツの融合
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してきた企業であるが，WeChatというSNSサ
イトをベースとした電子決済サービス（WeChat 
Pay）を提供している。米国のGAFAと並び称
される中国の巨大インターネットプラットフォー
マー，BAT（Baidu，Alibaba，Tencent）の一
角を形成する企業である。スマートフォンとい
うB2Cビジネスのプラットフォームが普及する
ことで，創業に対するハードルが下がった４）。
中国全土でこのモバイルインターネットを活用
したベンチャー企業が大量に立ち上がっている。
Tencentなどのプラットフォーマーは，CVC
（Corporate Venture Capital）を立ち上げてこ
れらのベンチャー企業に資金を提供しており，ま
たインキュベーション施設を設けてベンチャー
育成にも取り組んでいる。更に，Tencentの他，
HuaweiやZTEなどの研究開発型大企業はハイ
テクベンチャーに対する人材の供給源としても
機能している。
エレクトロニクス産業基盤については，IoT

（モノのインターネット）の進展によってハイテ
クベンチャーとのつながりが強くなった。深セン
においては大量の委託加工業者（OEMやODM
メーカー）が立地し，モノづくりベンチャーが
製品のプロトタイプの作成や小ロットで生産す
るための環境が整っている。ここにIoTの進展
が加わることで，従来のモノづくりがインター
ネットと結合した新たなビジネスが生まれてい
る。これまで自前主義で技術力を磨いてきた華
為においても，AI，ビッグデータ，IoT時代にお
いてベンチャー企業も含めたオープンイノベー
ションに取り組んでいく方針を打ち出してお
り，地場（深セン）のベンチャー企業に対する
期待も大きい。なお，電子産業の街として栄え
てきた深センのシンボルともいえる華強北も変
わりつつある。巨大な雑居ビルに電子部品を扱
うテナントが軒を連ねる中で，最近ではIoTセ
ンサーを使ったスマートホームの小奇麗なショー
ルームを見かけるようになった。

更に，テンセントの本社や同社のインキュ 
ベーション施設は南山区のサイエンスパークに
隣接し，両者の関係も深まっている。サイエン
スパーク内のインキュベーション施設にはイン
ターネットやIoT関連のベンチャー企業が入居
し，ハイテク人材の供給源としても機能してい
る。テンセントの新社屋の前には深セン湾創業
広場という深セン市が整備した建屋が並んでい
る。その中には民間のインキュベーション施設
やコワーキングスペースが軒を並べ，無数とも
いえるスタートアップ企業がしのぎを削ってい
る。また，深セン市は海外のハイテク人材に創
業資金を支援する制度（ピーコックプログラム）
を用意しており，サイエンスパーク内には深セ
ン市留学生創業園を設けて海外から優秀な人材
を引き付けている。
近年では中国全土でベンチャー企業を立ち上

げる機運が急激に高まっている。2014年に李克
強によって打ち出された「大衆創業，万衆創新」
という国家レベルでアントレプレナーシップ
（起業家精神）を推進する政策によるものであ
る。金融面の支援が中心であるが，中央政府の
方針に従って，地方政府が争って創業誘導基金
（GGF：Government Guided Fund）を設立し，
VCファンドに対する投資を行っている。ベン
チャー企業に対する直接投資はできないが，
VCファンドの資金調達を容易にするもので，
2018年までに2,500件を超える投資が行われたと
されている。金額については正確な統計がない
ものの，１件あたりの投資金額を数億元と少な
めに見積もっても総額で数千億元から１兆元を
超える数字となる。また，BATをはじめとした
大企業がCVCを立ち上げ投資活動を活発化さ
せたこと，IDC資本や紅松資本（セコイヤキャ
ピタル）などの外資系VCが投資を活発化させ
たことなどもVC投資額を押し上げている。こ
のような国を挙げたベンチャー企業の振興が深
センにおけるアントレプレナーシップエコシス
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テムの隆盛に大きな影響を与えていることは間
違いない。

4 ．	�深センイノベーションシステムの
特徴：北京，上海との比較

深センのイノベーションシステムを理解する
ための３つのルーツとその融合について述べて
きたが，ここでは主に北京，上海と比較するこ
とで，深センの地域特性について整理すること
とする。
北京は，清華大学，北京大学をはじめとした

中国における有数の大学が集まっており，かつ
中国科学院の各種研究所などサイエンスベース
の研究拠点が多数位置する。従って，特許の出
願人についても大学や研究機関の割合が大き
い。外資系企業の多くが中国における研究所を
設けていることも特徴的である。上海は商業的
色彩が強い街であり，大手の国有企業や外資系
企業のプレゼンスが大きい。ただ，復旦大学や
上海交通大学などの有数校もこの場所に位置し
ており，杭州の浙江大学などと合わせると，こ
の地域からの大学・研究所の特許出願の割合は
北京と同様，高くなっている。また，上海市政
府は，Global Innovation Hub構想を推進してお
り，浦東新区にライフサイエンスやエレクトロ
ニクス関係の外資系企業を戦略的に呼び込むな
ど，地域イノベーションシステムの国際化を積
極的に推進している。
一方で，深センは北京や上海と違って大学や
公的研究機関の集積がなく，特許出願で見ると
そのほとんどは企業によるものである。ちなみ
に中国における特許出願数でみたトップ３は，
華為，ZTE，Foxconn（鴻海）であり，いずれ
も深センを本拠地とする企業である。このよう
に深セン市においては，地元の大企業が地域イ
ノベーションを引っ張ってきたが，３章で述べ
たように最近ではベンチャー企業の隆盛に目を
見張るものがある。

図２は，特許出願数100件以下の企業を研究
開発型中小企業と定義して，それらの企業によ
る出願特許の割合を３都市で比較したものであ
る５）。深センは，北京，上海と比べて2013年ま
ではこれらの企業の特許割合が低かった。これ
は前述したとおりHuawei，ZTE，Foxconnな
どの大企業による特許出願が中心であったから
である。しかし，2014年から研究開発型中小企
業の割合が急増しており，2016年には，北京や
上海の割合を上回る数字となっている。このト
レンドの背景には，深センにおいて，特許を有
する技術的ベンチャーが近年急速に立ち上がっ
ていることがある。なお，北京や上海において
も2015年から中小企業割合が増加傾向にあるこ
とに注目されたい。３章で述べた通り「大衆創
業，万衆創新」の掛け声のもと中国全土でベン
チャー企業投資が活況を呈していることによ
る。また，スマートフォンによるインターネッ
トプラットフォームの形成やAI・IoTといった
新しい技術機会がベンチャー活動を後押しして
いる。
深センはこれらのマクロレベルのベンチャー

活動に対する環境の変化に対してより敏感に反
応した。これは，北京や上海と比べてビジネス
に対する政府機関の影響が少なく，歴史のある
研究機関や大企業などの既存勢力の影響を受け
ないという特徴があるからである。「来了深圳

図２　研究開発型中小企業の出願特許割合
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就是深圳人（深センに来たら貴方はすぐに深セ
ン人）」という言葉がある。北京や上海といっ
た歴史のある都市と異なり，何もない漁村から
外からの人材で急速に成長してきた深センは，
多様性を積極的に受け入れるカルチャーがあ
る。ある意味，世界から多様な人材を引き付け
るシリコンバレーとも共通するところがあり，
中国全土からアントレプレナー（起業家）を目
指す人材によって魅力的な都市として認識され
ているのである。
次にベンチャー投資の状況から深センの特徴
を探る。図２で2014年からテック系ベンチャー
の隆盛が始まったことを見たが，これは中国全
土に広がったベンチャー投資ブームのはじまり
と一致する。

図３は清科集団（Zero2IPOデータベース）
のVC投資データにおけるラウンド別VC投資
（エンジェル投資含む）額を見たものである６）。
2010年～2013年まではほぼ横ばい状況であった
が，2014年の総額は約600億元と前年から倍増
しており，更に2017年には約1,300億元（約２兆
円）と急激に伸びている。日本におけるVC投資
額（2017年で約2,000億円）とは桁違いに大きい。
ただし，ラウンド別の状況を見るとＡラウン
ドの金額としては大きく伸びておらず，Ｂラウ

ンド以降の伸びが全体の額を押し上げている状
況が見える。よりリスクの低いベンチャー投資
に多額の資金が流れており，特にその傾向は政
府系のファンドに顕著であるといわれている。
また，2018年に入って投資額は減少し，最近で
は米国との貿易摩擦の影響で外資系VCの投資
を控えるようになり，バブル気味であったVC
投資は現状ではやや沈静化の方向にある。
これらの多額の資金は，深センのベンチャー

企業にも流れており，都市別でみると深センは
北京，上海の次の３位となっている。図４は，
これらの３都市においてVC投資を受けたベン
チャー企業のビジネス領域の分布を示したもの
である６）。深センはエレクトロニクスをはじめ
とした製造業関係のベンチャー企業が全体の25
％を占め，北京（10％），上海（13％）と比較して，
モノづくりベンチャーが多いことに特徴があ
る。その一方で，北京においてはインターネッ
トビジネスやICTサービスに関するベンチャー
企業の割合が大きい。スマートフォンのプラッ
トフォームを活用したインターネットビジネス
は最もポピュラーなビジネス領域であり，深セ
ンにおいてもその割合は高い。ただし，北京に
おいてはシェアリングサービスなどのビジネス
モデルにフォーカスしたものが多いのに対し
て，深センは特定の技術をベースとしたテック
系ベンチャーが多い。これらのベンチャー企業
の中で特許を保有している企業割合は深センで
27％となっており，北京（17％）と上海（19％）
を大きく上回っている。
ただし，１件あたりのVC投資金額で見ると
深センのベンチャー企業に対する金額は相対的
に小さい。これはやはりビジネスモデルの違い
によるものである。北京においては，中国版
Uberともいえる滴滴出行や飲食店口コミサイト
大众点评网を運営する新美大などスマートフォン
のプラットフォームを活用した企業が多い。こ
のビジネスはユーザーベースを広げるために多

図３　ラウンド別VC投資額（単位：10億人民元）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

Angel Aラウンド Bラウンド C+ラウンド



知　財　管　理　Vol. 70　No. 4　2020 487

額の初期投資が必要となる。一方で，深センに
おいては技術ベースのB2Bビジネスを営むベン
チャー企業が多く，これらの企業は多額のマー
ケティング資金を必要としない。
また，深センの特徴としてマーケットに近い

イノベーションが中心で，研究開発に時間をか
けるのではなく，より早く市場化を目指すスピー
ドを重視したアントレプレナーシップが多いこ
とも影響している。深センのイノベーションシ
ステムにおいて大学や公的研究機関の役割は小
さく，ベンチャー企業の創業者も企業出身者が
中心となる。清華大学の北京と深センのインキ
ュベーション施設のベンチャー企業を比較した
分析においても，北京（清華サイエンスパーク）
においてはサイエンスベースの企業が多いのに
対して，深セン（深セン清華大学研究院）は市
場重視型のものが多いことが分かっている７）。

5 ．	�ハイテクベンチャーを支えるイノ
ベーション人材

本章では深センにおけるハイテクベンチャー
がリードするイノベーションのダイナミズムに
ついて掘り下げて見ていきたい。図５は特許出
願人の住所情報から地理的出願状況をプロット
したものである。なお，バブルの大きさは出願

人ごとの出願数を示している。2019年12月現在，
深セン市は９つの区と１つの新区で成り立って
いるが，特許出願は香港とのボーダーに近い場
所（ZTEや海洋王が位置する南山区，華強北が
位置する福田区，羅湖口岸（ボーダーポイント）
が位置する羅湖区）に集中している。また，華
為が位置する龙岗区，深セン空港がある宝安区，
華星光電が位置する光明区にも所々に大手の出
願人がみられる。
ハイテクベンチャーの特許出願について詳し

く見るために出願総数1,000件以上の大口出願
人を除いた特許出願の地域分布をみる。まず，
区別の状況を見ると，南山区と宝安区が他を圧
倒している（図６）。
南山区について更に詳しく見てみるために，
中国における最小の行政単位である街道レベル
で見ると，南山区には８つの街道が存在する。
街区レベルの住所が特定できる企業の特許約
４万件に対して，粤海街道に全体の７割近い，
2.7万件が集中していることが分かった。粤海
街道はその大部分が深セン市の国家級サイエン
スパークに指定されている地区となっており，
大手企業ではZTEやテンセントの本社が位置す
る。また，深セン大学や深セン清華大学研究院
などの中国全土の大学関連の研究施設が誘致さ

図４　ベンチャー企業のビジネス領域分布
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れている場所である。この粤海街道には約4,700
社の企業出願人が存在するが，出願年別にみた
企業数は毎年増加しており，例えば2014年以降
に最初の特許を出願した企業は2,000社以上存在
する。最初の特許出願年は，企業の設立年の代
理変数と考えることができるので，この地域に
は，近年大量の研究開発型ベンチャー（特許出
願を行う企業年齢の若い企業）が誕生している
と考えることができる。

ハイテクベンチャーの創業・成長において
は，技術や資金とともに，いかにいい人材を確
保できるかがカギを握っている。深センには中
国全土からアントレプレナー人材を集める魅力
があるという話をしたが，その具体的なメカニ
ズムにおいて地元の大企業が大きな役割を担っ
ている。例えばHuaweiは中国全土から優秀な
学生を集めている。社内エンジニアとしてある
程度の経験を積んだ後，スピンアウトしてベン
チャー企業を起こすとなったとする。その際に
はやはり深センで創業する確率が高い。ビジネ
スを通じて培われたビジネスネットワークはロー
カル性が高く，また現地の投資家と出会える可
能性が高いからである。エンジニア人材の流動
性は，特許の発明者情報を用いて把握すること
が可能である。上記の事例で，このエンジニア
がHuawei時代に特許の発明者としてかかわり，
その後スタートアップ企業でも発明者となった
とする。その場合，特許の発明者情報を時系列
で調べることで，当該エンジニアの組織間移動
の状況が明らかになる。

図５　深セン市における特許出願の地理的分布

図６　�区別の特許出願数（1,000件以上大手出願人
除く）
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ここでは2016年末までの中国特許庁公開情報
（CNIPR）に基づく発明者識別結果を用いて発
明者の組織間移動の状況を追った８）。具体的に
は出願人ごとに最も早い特許出願のタイミング
が2010年以降である企業出願人をベンチャー企
業（年齢が若い企業と考えられる）と見なし，
それ以外の出願人を便宜的に大企業（この中に
はベンチャー企業に分類されない企業の他，大
学や公的研究機関も入る）とした。同一発明者
が組織間（異なる出願人間）で移動するケース
について，異動後の出願人住所が深セン市であ
るケースのみを取り出した。
図７は深センにおけるベンチャー企業と大企
業における発明者がどこから来たのかをまとめ
たものである６）。移動元と移動先の出願人がベ
ンチャー企業か大企業で移動パターンを４つに
分類し，それぞれについてどの地域から移動した
かを示している。上記のHuaweiからベンチャー
企業の事例は，グラフ中２番目の大企業→ベン
チャー企業にあたる。移動元の大企業の所在地
についてはその76％が深セン市内となってお
り，大企業からのスピンアウトベンチャーにつ
いては，深セン市内で起きるケースが多いこと
が確認できた。なお，ベンチャー企業からベン
チャー企業の移動の場合，やはり深セン市内か
らの割合が多いが，前者にくらべてその割合は

小さい。前職がベンチャー企業の場合は，その
経営者か経営層に近い立場にあって，ビジネス
を行っていく上でのネットワークは移動前から
ある程度できている可能性が高い。従って，大
企業からベンチャー企業に移動する場合より，
より地理的な制約を外して移動しやすくなって
いるのではないかと考えられる。
それでは，Huaweiのような大企業の人材はど

こから来るのであろうか？移動元がベンチャー
企業か大企業かによって図７では２通りに分か
れるが，前者については深セン市内からの割合
が約４割，後者についても５割弱となっており，
市外から人材を集めていることになる。特に大
企業→大企業の移動については，北京や上海な
ど広東省外の大都市からの移動者の割合が大き
くなっており，全国から人を集めている。深セ
ンにはHuaweiの他，ZTEやテンセント，BYDと
いった大企業が軒を連ねている。これらの企業
が中国全土から優秀な人材を集めて，ベンチャー
市場に供給する地元のアンカー企業としての役割
を果たしていることをサポートする結果である。
発明者移動に関する地理的近接性をさらに詳

しく見るために深センのベンチャー企業に対す
る移動のみを取り上げて，深セン市の区レベル
の状況を見た（図８）８）。深セン市内でも特に
同じ区（例えば南山区から南山区）への移動の割

図７　深センへの移動発明者の前職所在地
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合が高い（宝安区で８割程度，南山区で７割弱）。
発明者移動に関する地理的近接性は，市レベル
ではなくより細かいレベルで見る必要性がある
ことを示唆している。特許の発明者でみた人材
の流動性に関する分析からは，ベンチャー企業
の人材については，ローカルレベルでの移動，
深センあるいはよりミクロな区レベル，の位置
づけが大きいことが分かった。ベンチャー企業
が集中している南山区においては，ZTEやテン
セントなどローカルのハイテク企業が人材の供
給元として重要である。また南山区の中でもイ
ノベーションの集積が見られる粤海街道の中で
人材が回っている可能性が高い。

6 ．	ま と め

本稿においては，まず，深センのイノベーショ
ンシステムに関する３つのルーツ「エレクトロ
ニクス産業基盤」，「研究開発型大企業」及び「サ
イエンスパークとハイテクベンチャー」につい
て解説した。基本的に独立の動きであったこの
３つのルーツがベンチャーエコシステムの隆盛
という切り口で融合化している様相について述
べた。更にその内容について特許データ及びベ
ンチャー投資データを用いて北京，上海と比較

しながら定量的な分析結果を示した。北京，上
海と異なり深センにおいては大学や公的研究機
関のプレゼンスが小さい。その一方で，Huawei
やZTEといった通信機器メーカー，最近では
TencentなどのIT企業が台頭してきており，民
間企業が中心となったイノベーションシステム
が出来上がっていることが特徴的である。深セ
ン市においては，南山区，特にその中でも国家
級ハイテクゾーンが位置する「粤海街道」地区
に研究開発ベンチャー企業が集中していること
が分かった。これらのハイテクベンチャーはこ
こ数年で急増しており，人材の供給源としては
ZTEやテンセントなどの地元大企業が大きな役
割を担っている。また，深セン市という市レベ
ルではなく，南山区や更にその中の街道といっ
たより地理的に近接した範囲内で特許発明者の
企業間移動が生じていることが分かった。
また，ベンチャー企業の投資データからは，

北京や上海のベンチャー企業と比べて，深セン
のベンチャー企業への投資額は相対的に小さ
く，Early Stageの投資割合が大きいことが分
かった。これは深センの特徴としてマーケット
に近いイノベーションが中心で，研究開発に時
間をかけるのではなく，より早く市場化を目指

図８　区レベルでみた発明者移動の状況
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すスピードを重視したアントレプレナーシップ
が多いことによるものであると考えられる。深
センのイノベーションシステムにおいて大学や
公的研究機関の役割は小さく，ベンチャー企業
の創業者も企業出身者が中心となる。また，清
華大学の北京と深センのインキュベーション施
設のベンチャー企業を比較した分析において
も，北京（清華サイエンスパーク）においてはサ
イエンスベースの企業が多いのに対して，深セ
ン（深セン清華大学研究院）は市場重視型のも
のが多いことが分かっている７）。その一方で多
額のVC投資を要するリスクの高いベンチャー
が少ないことから，時価総額が10億ドル以上の
いわゆるユニコーン企業は生まれにくい状況に
ある。
特許の発明者でみた人材の流動性に関する分
析からは，ベンチャー企業の人材については，
ローカルレベルでの移動，深センあるいはより
ミクロな区レベル，の位置づけが大きいことが
分かった。ベンチャー企業が集中している南山
区においては，ZTEやテンセントなどローカル
のハイテク企業が人材の供給元として重要であ
る。また南山区の中でもイノベーションの集積
が見られる粤海街道の中で人材が回っている可
能性が高い。
最後にこのようなイノベーションダイナミズ
ムを日本としてどのように取り込むのかについ
て述べたい。深センにはテック系ベンチャーが
集積していることから，イノベーションの種と
しての新しい技術シーズを模索する日本企業と
の親和性は高い。しかし，大量のベンチャー企
業が生まれる一方で，多くの企業が消えていく
ダイナミックな環境に対して，経営スピードが
遅い日本の大企業がどうかかわっていくのか課
題は多い。また，深セン湾創業広場など多数の
インキュベーションやコワーキングスペースに
無数といっていいベンチャー企業が存在する。
ここから自社によって適切なパートナーや投資

先を選別するのは至難の業といっていい。
深センを含む珠江デルタ地域には生産拠点や

OEM／ODM先との連絡のための出張所を設け
ている日本企業は多い。ただしイノベーション
の拠点として出先を設けている企業は少ない。
現状においては，商社や銀行などが現地のVC
ファンドに対する投資を始めているが，事業会
社の出足は遅れている。ただし，これは日本企
業に限らず欧米企業についても同様の状況とい
える。深センには多様な人材を引き付ける魅力
があると述べたが，それはあくまで中国本土内
の話である。多くの日本企業がCVCを置いてベ
ンチャー企業との関わりを強化しようとしてい
るシリコンバレーと比較して，やはり中国特有
のリスクが障害となっていることは否めない。
しかし，深センで活動しているアントレプレ
ナーや投資家と話をしていると他の中国本土と
比べて，マーケットメカニズムに対する信頼性
をメリットとして挙げる声をよく聞く。逆にい
うと中国特有のリスクであるビジネスに対する
（予測不可能な）政府の介入が小さいというこ
とである。また，海外からの人材も豊富である。
深センのVCやベンチャー企業を回ると中国系
アメリカ人に出会うことが多い。中国語を流暢
に話し見た目は中国人とは変わらないが，彼ら
の中国本土に対するメンタリティは政府の介入
という中国特有のリスクを意識している日本人
に近い。その中でも深センは他の都市とかなり
違うという認識で深センに戻ってきているとの
ことである。深センで注目されているハイテク
ベンチャー企業を見ても海外からの技術や人材
によるものが多い。深センにおける有望なベン
チャー企業の探索を行う際には，本土オリジナ
ルではなく，海外由来をキーワードとすること
が有効かもしれない。中国大陸に対するゲート
ウェイとして香港の位置づけが低下する中で海
外から見た深センに対する期待が高まってい
る。しかし，深センが中国本土にあり，本土の
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ルールに従ってビジネスを行う上で様々な制約
を受けることは忘れてはならない。従って，深
センを単体で考えるのではなく，香港やシンガ
ポールといった中華系資本主義国（地域）に拠
点をおいて深センにおける活動を支えるといっ
たリスクマネジメントも重要である。

注　記

 1） 菅明麗，東洋大学大学院紀要，52巻，pp.207 -208
（2015），「中国の経済発展における経済特区の役
割とその進化－「深セン経済特区」の事例を中
心に－」

 2） 藤岡淳一,「「ハードウェアのシリコンバレー深セ
ン」に学ぶ」，2017年11月24日，インプレスR&D

 3） He, J., Wang, L., and Zeng, G., Studies in Science 
of Science, 31（9） （2013）, Commercial exploita-
tion of technical capacity promotes technology 
commercialization: a case from RITS.

 4） 木村公一朗，IDE-JETRO 海外研究員レポート，
2016年８月，pp.1 -15,「中国：深センのスタート

アップとそのエコシステム（増訂版）」
 5） 元 橋 一 之，RIETI Policy Discussion Paper，

2018年５月 18 -P -011（2018），「中国の地域イノ
ベーションシステム：深センを中心とした技術，
資金，人材の現状」

 6） 元橋一之，海外投融資，2019年11月号，「深セン
のベンチャーエコシステムとそのダイナミズム」

 7） Mao, H. and K. Motohashi, Asian Journal of 
Innovation and Policy, 5（3）, pp. 225 -250 （2016）,  
A Comparative Study on Tenant Firms in Bei-
jing Tsinghua University Science Park and 
Shenzhen Research Institute of Tsinghua Uni-
versity

 8） 特許における発明者情報について同姓同名で異な
る発明者を機械学習によって分別し，同一発明者
を識別する作業。詳細については下記を参照。
Yin, D., K. Motohashi and J. Dang, Scientomet-
rics, pp.1 -26 （2019）, Large-scale name disambig-
uation of Chinese patent inventors （1985 -2016）

（原稿受領日　2019年12月３日）


